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事業計画

「山口市子ども・子育て支援事業計画」

の進捗状況について（報告）

資料2





１　教育・保育施設、地域型保育事業の見込み量と確保の内容
【山口市全域】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
937 895 850 0 794 0 759 0 720 0

328 411 305 0 284 0 273 0 264 0
幼稚園、認定こども園

（教育・保育施設） 1,545 1,503 1,552 0 1,558 0 1,560 0 1,562 0

確認を受けない幼稚園 574 535 585 0 597 0 604 0 609 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 328 411 305 0 284 0 273 0 264 0

- 1,306 - 0 - 0 - 0 - 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,767 2,722 2,720 0 2,680 0 2,679 0 2,661 0
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 2,923 2,920 2,922 0 2,922 0 2,922 0 2,922 0

- 2,714 - 0 - 0 - 0 - 0

49 8 10 0 4 0 8 0 5 0

1,798 1,704 1,821 0 1,900 0 1,897 0 1,906 0
保育園、認定こども園

（教育・保育施設） 1,949 1,945 1,949 0 1,950 0 1,950 0 1,950 0

地域型保育事業 156 156 156 0 156 0 156 0 156 0

- 1,659 - 0 - 0 - 0 - 0

6 45 0 0 7 0 5 0 9 0

5,830 5,732 5,696 0 5,658 0 5,608 0 5,551 0
保育園、認定こども園

（教育・保育施設） 6,417 6,368 6,423 0 6,430 0 6,432 0 6,434 0

確認を受けない幼稚園 574 535 585 0 597 0 604 0 609 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 328 411 305 0 284 0 273 0 264 0

地域型保育事業 156 156 156 0 156 0 156 0 156 0

- 5,679 - 0 - 0 - 0 - 0

55 53 10 0 11 0 13 0 14 0

55 0 10 0 11 0 13 0 14 0

0 5 0 0 0 0 0 0 0 0

【進捗状況と今後の取り組み】

※「提供量の不足」については、入所（園）できなかった人数（待機、準待機）を計上しており、「実質的な提供量の不足」については、
待機児童数を計上しています。

　令和７年４月１日現在における必要利用定員総数（申込者数）については、全ての認定区分において申込者数は減少しており、特に１号認定
及び３号認定の減少が大きくなっています。
　この主な要因としては、保護者の就労による保育需要の高まりや未就学児童数の減少が考えられます。
　確保方策（提供量の確保）としては、令和６年度当初に２人の待機児童が発生した小郡区域において、認定こども園で２７人の定員拡大を行
いました。
　しかしながら、小郡などの南部地域における２歳児の人口増加や、定員を上回る利用申込があったことから、令和７年４月１日現在の待機児
童数は５人となりました。（内訳：小郡区域の２歳児４人、川西区域の２歳児１人）
　今後も引き続き、各保育事業者との園児の受入れに係る協議・調整や保育人材の確保に努めることで、待機児童の解消を図ります。

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

参
考

定員の弾力化等による受入数

実質的な提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

令和１１年度

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども
２号認定こども

（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

1



【１ 阿東区域】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
2 5 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0

幼稚園、認定こども園
（教育・保育施設） 20 20 20 20 20 20

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 0 0 0 0 0 0

- 5 - - - -

0 0 0 0 0 0

14 18 11 11 12 12
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 34 34 34 34 34 34

- 18 - - - -

0 0 0 0 0 0

5 7 6 6 5 4

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 26 26 26 26 26 26

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 7 - - - -

0 0 0 0 0 0

21 30 19 19 19 18

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 80 80 80 80 80 80

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 0 0 0 0 0 0

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 30 - - - -

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

参
考

定員の弾力化等による受入数

実質的な提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども

２号認定こども
（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
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【２ 徳地区域】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

幼稚園、認定こども園
（教育・保育施設） 0 0 0 0 0 0

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 0 0 0 0 0 0

- 0 - - - -

0 0 0 0 0 0

28 28 22 21 19 22
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 41 41 41 41 41 41

- 28 - - - -

0 0 0 0 0 0

12 12 18 19 17 14

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 19 19 19 19 19 19

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 12 - - - -

0 0 0 0 0 0

40 40 40 40 36 36

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 60 60 60 60 60 60

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 0 0 0 0 0 0

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 40 - - - -

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

参
考

定員の弾力化等による受入数

実質的な提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

令和１１年度

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども

２号認定こども
（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
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【３ 北東部区域】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
83 74 75 70 66 63

5 13 5 5 5 5

幼稚園、認定こども園
（教育・保育施設） 432 429 432 432 432 432

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 5 13 5 5 5 5

- 87 - - - -

0 0 0 0 0 0

607 615 600 586 584 583
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 689 689 689 689 689 689

- 614 - - - -

0 1 0 0 0 0

376 365 381 391 392 391

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 443 443 443 443 443 443

地域型保育事業 19 19 19 19 19 19

- 361 - - - -

0 4 0 0 0 0

1,071 1,067 1,061 1,052 1,047 1,042

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 1,564 1,561 1,564 1,564 1,564 1,564

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 5 13 5 5 5 5

地域型保育事業 19 19 19 19 19 19

- 1,062 - - - -

0 5 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

参
考

定員の弾力化等による受入数

実質的な提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

令和１１年度

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども

２号認定こども
（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
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【４ 中央部区域】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
570 533 512 482 460 441

169 236 153 142 135 133

幼稚園、認定こども園
（教育・保育施設） 764 740 770 772 774 774

確認を受けない幼稚園 350 322 360 369 374 376
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 169 236 153 142 135 133

- 769 - - - -

0 0 0 0 0 0

1,266 1,214 1,227 1,217 1,211 1,222
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 1,217 1,217 1,217 1,217 1,217 1,217

- 1,208 - - - -

49 6 10 0 0 5

868 798 895 933 933 945

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 885 885 885 885 885 885

地域型保育事業 118 118 118 118 118 118

- 780 - - - -

0 18 0 0 0 0

2,873 2,781 2,787 2,774 2,739 2,741

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 2,866 2,842 2,872 2,874 2,876 2,876

確認を受けない幼稚園 350 322 360 369 374 376
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 169 236 153 142 135 133

地域型保育事業 118 118 118 118 118 118

- 2,757 - - - -

49 24 10 0 0 5

49 0 10 0 0 5

0 0 0 0 0 0

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

参
考

定員の弾力化等による受入数

実質的な提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

令和１１年度

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども

２号認定こども
（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
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【５ 小郡区域】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
183 180 172 158 149 135

108 119 104 97 93 86

幼稚園、認定こども園
（教育・保育施設） 172 170 174 177 179 182

確認を受けない幼稚園 210 201 212 216 218 222
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 108 119 104 97 93 86

- 299 - - - -

0 0 0 0 0 0

384 374 388 372 364 342
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 416 416 416 416 416 416

- 374 - - - -

0 0 0 0 0 0

248 253 235 250 255 257

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 302 302 302 302 302 302

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 247 - - - -

0 6 0 0 0 0

923 926 899 877 861 820

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 890 888 892 895 897 900

確認を受けない幼稚園 210 201 212 216 218 222
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 108 119 104 97 93 86

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 920 - - - -

0 6 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 4 0 0 0 0

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

参
考

定員の弾力化等による受入数

実質的な提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

令和１１年度

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども

２号認定こども
（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
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【６ 川東区域】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
22 28 20 17 18 18

19 15 18 16 17 18

幼稚園、認定こども園
（教育・保育施設） 71 60 72 74 73 72

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 19 15 18 16 17 18

- 43 - - - -

0 0 0 0 0 0

99 107 95 84 96 99
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 140 140 140 140 140 140

- 107 - - - -

0 0 0 0 0 0

60 59 64 75 66 62

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 70 70 70 70 70 70

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 58 - - - -

0 1 0 5 0 0

200 209 197 192 197 197

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 281 270 282 284 283 282

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 19 15 18 16 17 18

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 208 - - - -

0 1 0 5 0 0

0 0 0 5 0 0

0 0 0 0 0 0

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

参
考

定員の弾力化等による受入数

実質的な提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

令和１１年度

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども

２号認定こども
（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
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【７ 川西区域】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
47 47 42 40 40 38

5 7 5 5 5 5

幼稚園、認定こども園
（教育・保育施設） 70 68 70 70 70 70

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 5 7 5 5 5 5

- 54 - - - -

0 0 0 0 0 0

333 333 342 354 358 346
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 350 350 350 350 350 350

- 332 - - - -

0 1 0 4 8 0

205 190 198 201 204 208

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 180 180 180 180 180 180

地域型保育事業 19 19 19 19 19 19

- 174 - - - -

6 16 0 2 5 9

590 577 587 600 607 597

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 600 598 600 600 600 600

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 5 7 5 5 5 5

地域型保育事業 19 19 19 19 19 19

- 560 - - - -

6 17 0 6 13 9

6 0 0 6 13 9

0 1 0 0 0 0

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

参
考

定員の弾力化等による受入数

実質的な提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

令和１１年度

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども

２号認定こども
（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
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【７ 市外】 （各年4月１日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
30 28 27 25 24 23

22 21 20 19 18 17

幼稚園、認定こども園
（教育・保育施設） 16 16 14 13 12 12

確認を受けない幼稚園 14 12 13 12 12 11
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 22 21 20 19 18 17

- 49 - - - -

0 0 0 0 0 0

36 33 35 35 35 35
確保
方策

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 36 33 35 35 35 35

- 33 - - - -

0 0 0 0 0 0

24 20 24 25 25 25

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 24 20 24 25 25 25

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 20 - - - -

0 0 0 0 0 0

112 102 106 104 102 100

保育園、認定こども園
（教育・保育施設） 76 69 73 73 72 72

確認を受けない幼稚園 14 12 13 12 12 11
幼稚園及び預かり保育
（長時間・通年） 22 21 20 19 18 17

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

- 102 - - - -

0 0 0 0 0 0

合
計

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

２
号
認
定

必要利用定員総数

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

３
号
認
定

必要利用定員総数

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

令和１１年度

１
号
と
２
号
認
定

１号認定こども

２号認定こども
（幼児期の学校教育の利用希望が強い）

確保
方策

入所（園）児童数（実績）

提供量の不足

認定の区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
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２　地域子ども・子育て支援事業の見込み量と確保の内容
（１）時間外保育事業（延長保育事業）

（単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

量の見込み 2,410 1,793 2,345 1,671 2,290 1,593 2,220 1,703 2,190 1,544

確保方策 2,410 1,793 2,345 1,671 2,290 1,593 2,220 1,703 2,190 1,544

量の見込み 15 0 10 0 10 0 10 0 10 0

確保方策 15 0 10 0 10 0 10 0 10 0

量の見込み 15 12 15 9 15 0 10 0 10 0

確保方策 15 12 15 9 15 0 10 0 10 0

量の見込み 560 430 535 421 515 379 495 354 475 351

確保方策 560 430 535 421 515 379 495 354 475 351

量の見込み 1,170 860 1,150 728 1,135 776 1,105 884 1,095 762

確保方策 1,170 860 1,150 728 1,135 776 1,105 884 1,095 762

量の見込み 340 307 335 329 325 276 320 257 315 232

確保方策 340 307 335 329 325 276 320 257 315 232

量の見込み 90 34 85 41 80 43 75 50 75 41

確保方策 90 34 85 41 80 43 75 50 75 41

量の見込み 200 150 195 143 190 119 185 158 190 158

確保方策 200 150 195 143 190 119 185 158 190 158

量の見込み 20 ー 20 ー 20 ー 20 ー 20 ー

確保方策 20 ー 20 ー 20 ー 20 ー 20 ー

【進捗状況と今後の取り組み】

　　令和６年度も引き続き、時間外保育（延長保育）を実施しました。（公立８園、私立２８園）
　　確保方策（提供体制）については、充足しているものと考えられることから、現状を維持しつつ、今後の利用ニーズ等を踏まえながら
　適切な提供体制確保に努めます。
　　なお、市外については、計画上の人数は見込んでいますが、実績人数については把握できないため記載していません。

全域

阿東

徳地

北東部

中央部

小郡

川東

川西

市外

令和６年度令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
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（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）
（各年4月1日現在／単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

2,880 2,813 2,916 2,882 2,870 2,850

１年生 824 800 882 776 794 795

２年生 773 783 784 840 745 762

３年生 700 669 673 688 742 659

４年生 398 356 391 397 404 439

５年生 125 139 135 121 136 147

６年生 60 66 51 60 49 48

3,187 3,187 3,227 3,377 3,377 3,407

115 122 91 19 26 45

69 23 38 19 26 45

46 99 53 0 0 0

【進捗状況と今後の取り組み】

　　令和6年度は、宮野臨時学級（宮野小学校区）【定員40人】、さわやか第３学級（大歳小学校区）【定員120人】、おおぞら第２学級
　（嘉川小学校区）【定員100人】、おひさまクラブ３（阿知須小学校区）【定員120人】の開設等により、定員を365人拡大しました。
　　また、わくわく学級（鋳銭司小学校区）移転新設に向けた建築設計を行いました。

全域

量の
見込み

全体

確保方策

提供量の不足

参考
面積基準までの弾力的な

受入数
実質的な提供量の不足

令和１１年度令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
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（３）地域子育て支援拠点事業
（各年4月1日現在）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
量の見込み

(延べ人数／月) 6,766 4,550 6,608 4,411 6,435 4,916 6,260 5,100 6,149 4,888
確保方策
(箇所) 27 26 27 26 27 26 27 26 27 26

量の見込み 12 7 12 7 11 5 11 7 11 8

確保方策 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

量の見込み 140 51 137 50 134 38 130 12 128 28

確保方策 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1

量の見込み 779 541 761 546 741 543 721 450 708 455

確保方策 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

量の見込み 3,390 2,180 3,311 2,222 3,224 2,524 3,136 2,757 3,080 2,505

確保方策 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

量の見込み 1,268 930 1,238 808 1,206 1,006 1,173 1,057 1,152 1,022

確保方策 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

量の見込み 244 207 238 252 232 253 226 243 222 202

確保方策 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

量の見込み 933 634 911 526 887 547 863 574 848 669

確保方策 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

※単位の「人日／月」：1カ月の延べ利用人数

【進捗状況と今後の取り組み】

川東

川西

　
　　本市では、概ね中学校区を基本とし、市内全域26箇所と多くの地域子育て支援拠点施設を設置しており、各拠点で特色ある事業を展開
　することにより、利用者ニーズに対応したサービスを提供しています。
　　新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んでいた利用者数が、５類への移行により回復傾向にありましたが、コロナ禍による出
　生数の減少もあり、少子化が進展したことで利用者数が減少したものと考えます。
　　令和５年11月に山口市こども家庭センターを立ち上げたことから、今後も同センターや関係機関との連携を密にし、子育てニーズに沿
　ったサービスを展開できるよう内容等を工夫し、子育て中の保護者を支援してまいります。

全域

阿東

徳地

北東部

中央部

小郡

令和６年度令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
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（４）一時預かり事業
　➀一時預かり事業（幼稚園型）

（各年4月1日現在）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
量の見込み
(人日／年) 73,200 57,150 71,400 56,130 68,200 37,568 65,900 37,472 64,500 32,115
確保方策
(人日／年) 73,200 57,150 71,400 56,130 68,200 37,568 65,900 37,472 64,500 32,115

※単位の「人日／年」：1カ月の延べ利用人数

【進捗状況と今後の取り組み】

　

　　令和６年度も引き続き、私立幼稚園及び認定こども園（幼稚園部）において一時預かり事業を実施しました。
　（幼稚園４園、認定こども園４園）
　　対象者の減少により、実績が計画値と乖離していますが、引き続き現状を維持しつつ、今後の利用ニーズも踏まえ、
　適切な体制確保に努めます。

全域

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
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　②一時預かり事業（幼稚園型を除く）、子育て援助活動支援事業（就学前）
（各年4月1日現在）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
11,021 6,905 10,754 7,316 10,518 7,350 10,247 7,157 10,072 7,091

一時預かり
（幼稚園型を除く） 9,230 5,167 9,005 5,917 8,815 4,921 8,590 5,697 8,445 5,415
子育て援助活動
支援事業 1,791 1,738 1,749 1,399 1,703 2,429 1,657 1,460 1,627 1,676

25 20 19 13 17 29 17 10 17 67
一時預かり
（幼稚園型を除く） 15 20 10 13 10 13 10 8 10 67
子育て援助活動
支援事業 10 0 9 0 7 16 7 2 7 0

42 19 42 0 41 10 35 0 33 0
一時預かり
（幼稚園型を除く） 20 19 20 0 20 10 15 0 15 0
子育て援助活動
支援事業 20 0 20 0 21 0 20 0 18 0

2,676 1,099 2,603 1,199 2,543 1,396 2,472 1,066 2,418 1,328
一時預かり
（幼稚園型を除く） 2,260 908 2,205 930 2,160 1,191 2,105 943 2,065 1,125
子育て援助活動
支援事業 416 191 398 269 383 205 367 123 353 203

4,787 4,251 4,684 5,071 4,586 4,955 4,472 5,216 4,405 4,576
一時預かり
（幼稚園型を除く） 3,975 2,862 3,885 3,980 3,800 2,857 3,705 3,921 3,645 3,374
子育て援助活動
支援事業 812 1,389 799 1,091 786 2,098 767 1,295 760 1,202

1,917 1,066 1,875 734 1,833 783 1,789 712 1,757 784
一時預かり
（幼稚園型を除く） 1,635 1,040 1,595 724 1,560 737 1,520 684 1,495 721
子育て援助活動
支援事業 282 26 280 10 273 46 269 28 262 63

437 105 425 24 415 8 402 6 396 43
一時預かり
（幼稚園型を除く） 365 0 355 0 350 0 340 0 335 0
子育て援助活動
支援事業 72 105 70 24 65 8 62 6 61 43

1,137 345 1,106 275 1,083 169 1,060 147 1,046 293
一時預かり
（幼稚園型を除く） 960 318 935 270 915 113 895 141 880 128
子育て援助活動
支援事業 177 27 171 5 168 56 165 6 166 165

※単位の「人日／年」：１年間の延べ利用者数

【進捗状況と今後の取り組み】

　　令和６年度も引き続き、公立保育園及び私立保育園において一時預かり事業を実施しました。（公立３園、私立６園）
　　保育士不足等により受入体制が十分に整わないこともあり、実績が計画値と乖離していますが、保育ニーズや待機児童の状況などにも
　考慮し、適切な体制確保に努めます。
　　令和５年度の子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター事業）実績は、計画値より約１２％減少しています。これは、提供
　会員の不足によるものと考えられます。引き続き、相互援助活動が円滑に実施できるよう事業周知に向けた取り組みを強化し、提供会員の
　増加に努めます。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

全域

阿東

徳地

北東部

中央部

小郡

川東

川西

量の見込み(人日／年)

確保方策
(人日／年)

量の見込み(人日／年)

確保方策
(人日／年)

量の見込み(人日／年)

確保方策
(人日／年)

量の見込み(人日／年)

確保方策
(人日／年)

量の見込み(人日／年)

確保方策
(人日／年)

量の見込み(人日／年)

確保方策
(人日／年)

量の見込み(人日／年)

確保方策
(人日／年)

量の見込み(人日／年)

確保方策
(人日／年)
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（５）子育て短期支援事業
（各年4月1日現在）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

130 72 130 75 100 57 100 71 100 196

ショートステイ 100 65 100 67 80 37 80 30 80 146

トワイライトステイ 30 7 30 8 20 20 20 41 20 50

6 6 6 6 7 7 7 7 7 7

※単位の「人日／年」：１年間の延べ利用者数

【進捗状況と今後の取り組み】

全域

量の見込み(人日／年)

確保方策(箇所)

　　子育て短期支援事業の利用状況については、利用者の就労状況、家庭事情、育児疲れ等によって、各年度の利用者数は増減変動がありま
　すが、令和６年度は、ショートステイ、トワイライトともに大幅に増加しました。
　　保護者の育児不安、育児疲れ、レスパイトによる利用は、全体の約３割を超えている状況です。
　　児童養護施設等に加え、里親の活用にも取り組み、身近な地域での預かりにつなげることができています。
　　引き続き、利用希望者の受入れ体制や利用しやすい体制づくりに努めてまいります。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
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（６）病児保育事業
（各年4月1日現在）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
5,200 2,032 5,200 3,507 6,400 4,667 6,400 5,898 6,400 5,405

(人日／年) 5,200 2,032 5,200 3,507 6,400 4,667 6,400 5,898 6,400 5,405

(箇所) 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4

3,700 1,317 3,700 2,260 3,700 2,596 3,700 3,397 3,700 2,625

(人日／年) 3,700 1,317 3,700 2,260 3,700 2,596 3,700 3,397 3,700 2,625

(箇所) 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

1,200 599 1,200 1,110 2,400 1,911 2,400 2,175 2,400 2,469

(人日／年) 1,200 599 1,200 1,110 2,400 1,911 2,400 2,175 2,400 2,469

(箇所) 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

300 116 300 137 300 160 300 326 300 311

(人日／年) 300 116 300 137 300 160 300 326 300 311

(箇所) ー ー ー ー ― ー ― ー ― ー
※単位の「人日／年」：１年間の延べ利用者数

【進捗状況と今後の取り組み】

令和６年度令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

全域

量の見込み(人日／年)

確保方策

北部

量の見込み(人日／年)

確保方策

　　令和６年度も引き続き、北部２箇所（吉敷、大内）、南部２箇所（小郡）で病児保育事業を実施しました。
　　感染症の流行状況等により利用者の増減があるため、実績が計画値と乖離していますが、引き続き現状を把握しつつ、
　適切な体制確保に努めます。

南部

量の見込み(人日／年)

確保方策

（市外）

量の見込み(人日／年)

確保方策
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（７）子育て援助活動支援事業（就学後）
（各年4月1日現在）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

量の見込み(人日／年) 2,126 1,218 2,087 1,603 2,061 1,504 2,014 1,216 1,962 1,768

確保方策（箇所） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

※単位の「人日／年」：１年間の延べ利用者数

【進捗状況と今後の取り組み】

全域

　　令和６年度の子育て活動支援事業（ファミリーサポートセンター事業）実績は、計画値から約１０％少なくなっていますが、昨年度よ
　り利用者数が増加しました。
　　子育て援助活動支援事業は、子育て家庭への支援策として重要な役割を果たしており、引き続き、相互援助活動が円滑に実施できるよ
　うに事業周知に向けた取り組みを強化し、提供会員の増加に努めます。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
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（８）利用者支援事業

➀基本型・特定型 （各年4月1日現在）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

量の見込み(箇所) 1 1 1 1 1 1 3 3 3 3

確保方策（箇所） 1 1 1 1 1 1 3 3 3 3

②母子保健型 （各年4月1日現在）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

量の見込み(箇所) 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

確保方策（箇所） 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

【進捗状況と今後の取り組み】

令和５年度 令和６年度

全域

　　①基本型・特定型
　　令和５年度から、「やまぐち子育て福祉総合センター」に加え、「山口市保健センター」及び「山口市小郡保健福祉センター」の３か所
　で実施しました。教育・保育・その他子育て支援に関する情報提供や相談対応・助言等を行いました。
　　特定型については、令和６年度も引き続き、「やまぐち子育て福祉総合センター」において、教育・保育・その他の子育て支援に関する
　情報提供や相談対応・助言等を行いました。（506件）
　　令和６年度はこども家庭センター内に特定型を1カ所追加し、情報提供や相談対応・助言等を行う体制を強化し、更に利用者に寄り添った
　支援に努めました。
　　令和７年度は引き続き保育士資格応援講座等の人材確保や教育・保育専門研修による保育の質の向上に取り組んでいきます。
　②母子保健型
　　令和５年１１月に山口市こども家庭センターを開所し、やまぐち母子健康サポートセンターの機能が包含されました。安心して妊娠・
　出産・子育てができるよう、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない継続的・包括的な相談支援を実施しました。
　　引き続き、こども家庭センターを中心とした市内全域の相談支援体制の強化に努めます。

令和６年度令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

全域

令和２年度 令和３年度 令和４年度
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（９）妊婦健康診査

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

19,390 16,890 18,900 16,710 18,410 16,535 16,185 14,707 15,925 14,316

1,385 1,259 1,350 1,281 1,315 1,189 1,245 1,086 1,225 1115

14 14 14 14 14 14 13 13 13 13

実施場所（箇所） 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実施体制

検査項目

実施時期

【進捗状況と今後の取り組み】

令和６年度令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

　　妊婦及び胎児の健康状態の把握及び健診費用の経済的負担の軽減を図るため、妊婦健康診査を１４回公費負担で実施しました。
　　また、令和３年度から、多胎児を妊娠した方に対して、妊婦健康診査の費用を助成する「多胎妊婦健康診査事業」を開始しま
　した。妊婦健康診査の１４回の公費負担に加え、５回を上限に公費負担の健診を追加しました。
　　引き続き、妊婦健康診査を公費負担で実施していきます。

全域

量の見込み（人回）

対象人数（人）

健診回数（回）

確保
方策

医療機関との委託契約

国が定める基本的な妊婦健康診査項目

通年実施
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（１０）乳児家庭全戸訪問事業

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

1,420 1,356 1,385 1,213 1,350 1,259 1,280 1,145 1,245 1,031

実施体制（人） 240 235 240 234 240 225 220 219 220 213

実施機関

委託団体等

【進捗状況と今後の取り組み】

　　保健師、助産師、母子保健推進員が、生後４か月までの乳児がいる家庭へ訪問を実施し、保護者の育児不安や悩みを聞き、子育てに
　関する情報提供等を行いました。事業実施率は９６．６％でした。
　　引き続き、事業を実施し、個々に応じた伴走型相談支援の充実に努めます。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

全域

量の見込み（人）

確保
方策 山口市

市母子保健推進協議会（１８３人）
保健師・助産師（３０人）
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（１１）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協会その他の者による要保護児童等に対する支援に資する事業

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

30 45 30 28 30 59 30 53 30 96

実施体制（人）

実施機関

【進捗状況と今後の取り組み】

　

　　養育上の諸問題の解決・軽減を図るために、支援の必要性があると思われる家庭に対し、家庭状況に応じて、短期間に集中して複数
　回訪問、あるいは長期間、定期的に訪問を行い、指導・助言等を行うとともに、育児等の支援を行いました。
　　今後も、効果的な事業実施を検討し、適切に対応していくこととします。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

全域

量の見込み（訪問世帯数）

確保
方策

市家庭児童相談室（１０人）

山口市
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（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

量の見込み（人） 20 22 20 17 20 15 20 25 20 37

確保方策（人） 20 22 20 17 20 15 20 25 20 37

量の見込み（人） 220 156 215 155 210 99 205 88 200 115

確保方策（人） 220 156 215 155 210 99 205 88 200 115

【進捗状況と今後の取り組み】

(1) 生活保護受給世帯等を対象に、特定教育・保育施設等に対して支払う日用品、文房具、その他の教育・保育に必要な物品の
　購入に要する費用及び行事参加に要する費用等について、利用者１人当たり１月2,500 円を上限に補助します。
(2) 低所得世帯又は多子世帯を対象に、食事の提供（副食に限る）に係る実費徴収額の費用について、利用者１人当たり１月
　4,800円を上限に、実際の額までを補助します。
　※(2)の対象施設は、特定子ども・子育て支援施設等である幼稚園に限ります。

（１）

（２）

全域

全域

　　(１)については、令和２年度からの新規事業であり、令和６年度も全ての対象者に対して補助を行いました。
　　(２)については、令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化に伴い実施している事業です。令和６年度の実績は、定額減税の影響に
　より、対象となる利用者が増加したことが要因として考えられます。
　　今後も引き続き、対象者を的確に把握し、社会情勢等も踏まえ、ニーズに合った事業実施に努めます。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
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３　幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保

●目標値の達成状況
基準値

(平成30年度)
目標値

(令和６年度) 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

15人 0人 14人 4人 0人 2人 5人

３園 16園 4園 4園 6園 7園 8園

99.7% 99.8% 97.9% 98.5% 97.6% 97.8% 98.6%

●令和６年度の取組内容
（１）認定こども園の普及
Ｎｏ

1

2

（２）幼稚園教諭・保育士の資質向上の支援
Ｎｏ

1

2

3

（３）教育・保育事業相互の連携、幼保小の連携
Ｎｏ

1

2

事務事業 取組内容

子育て福祉総合センター管理運営事業
　大学教授等による専門研修や様々な講座を通じて情報交換の場を設け
ることで保育の質の向上に取り組みました。
（研修会等開催件数：３０件、相談等対応件数：５０６件）

民間保育サービス施設支援事業
　保育士及び入所児童の処遇向上のため、対象施設へ助成を行いまし
た。（職員・児童健康診断補助金、６７千円）
　保育料について、その保護者に対して助成を行いました。（多子世帯
保育料軽減助成金、４４４千円）

事務事業 取組内容

　

幼児教育研究事業
　幼児教育・保育においては、小学校教育との連携や接続について十分
配慮することが求められていることから、市内11ブロックに設置してい
る連絡協議会において、各ブロックで公開授業及び保育や就学に関わる
情報交換、架け橋期のカリキュラムの作成等により、連携の強化を図り
ました。

ことばの教室幼児部管理運営業務
　就学前の幼児一人ひとりの障がいに合わせた特別な指導を２箇所で行
いました。（白石小学校、小郡小学校）
　令和６年度は、白石小学校ことばの教室幼児部で５８人、小郡小学校
ことばの教室幼児部で４３人の幼児を指導しました（定期相談除く）。

保育士等人材確保事業
〔労働環境改善〕

　私立保育所の求人希望に応じた一括での求人募集や、福祉のしごと保
育のしごと就職フェアにおいて公立保育所と求職者のマッチングを行い
ました。
　就職支援に関する講座受講者の就職先についてマッチングを行い、資
格取得から就職までのトータルサポートを実施しました。
　増大する保育需要に対して保育士不足解消のため、私立保育所へＩＣ
Ｔ機器等導入補助を行い、保育人材の確保や離職防止に取り組みまし
た。

取組内容

認定こども園整備費助成事業 　令和６年度は、菅内幼稚園の認定こども園移行（令和６年４月）に係
る整備（既存園舎の解体）に対する助成を行いました。

幼稚園施設維持管理業務
　市立幼稚園について、危険度の高い箇所から修繕、維持補修工事を行
いました。
　必要に応じてパソコン、タブレットを増設し、教育環境の充実と利便
性向上を図りました。

項　目

保育所待機児童数
（翌年度４月１日の状況）

認定こども園数

幼稚園や保育所（園）で就学前教
育を受けている幼児の割合
（山口市立小学校１年生に対
する調査結果）

事務事業
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４　子どもの成長と子育てを支援する事業

●目標値の達成状況
基準値

(平成30年度)
目標値

(令和６年度) 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

50.0% 67.0% 53.1％ 59.3% 67.3% 63.5% 70.3%

55.2% 62.0% 62.9％ 65.8% 64.5% 64.9% 61.2%

ー
16人
（令和4年

4月1日まで） 3人 2人 0人 1人 2人

●令和６年度の取組内容
（１）保育及び教育環境の充実
Ｎｏ

1

2

3

4

5

6

7

8

保育士処遇改善
・私立保育園運営事業
・認定こども園運営事業
・地域型保育運営事業

　公定価格の見直し等により、保育士の処遇改善が図られました。

私立保育園運営事業
（休日保育）

　私立保育園（１施設）において、休日保育を実施しました。
　（延べ利用人数：288人）

幼稚園教諭処遇改善
・私立幼稚園運営事業 　公定価格の見直し等により、保育士の処遇改善が図られました。

市立保育園管理運営業務

　待機児童の解消に向け、保育士２９１人（正規１０６人、臨時的任
用職員１５人、会計年度任用職員１７０人）を確保しました。（※フ
ルタイム換算では、合計１１４人）
　保育補助員等を配置し、保育士の負担軽減を図りました。（会計年
度任用職員１０人）
　公立保育園・幼稚園・認定こども園における保育業務支援システ
ムの機能拡充、ＩＣＴ見守りサービスを活用した安全対策を行いまし
た。

私立保育園特別保育事業

　障がい児受入促進事業として、障がい児受入のための施設改修等の
費用を補助しました。（2施設、1,573千円）
　保育体制強化事業として、子育てサポーター等を配置することで、
保育士の負担を軽減し、保育環境の充実を図る施設に対して、サポー
ター等の配置に要する費用を補助しました。（18施設、20,362千円）
　児童の健康支援体制強化事業として、看護師等を配置し、子どもの
健康対策の充実を図る施設に対して、看護師等の配置に要する費用を
補助しました。（11施設、23,233千円）
　児童発達支援体制確保事業として、障がい児等の発達支援及び処遇
改善並びに職員の処遇改善を図りました。（23施設、151,530千円）
　乳児保育促進事業として、乳児担当保育士を確保し、年度途中の受
入推進を図りました。（8施設、3,003千円）

認定こども園特別保育事業

　障がい児受入促進事業として、障がい児受入のための施設改修等の
費用を補助しました。（2施設、484千円）
　保育体制強化事業として、子育てサポーター等を配置することで、
保育士の負担を軽減し、保育環境の充実を図る施設に対して、サポー
ター等の配置に要する費用を補助しました。（7施設、5,911千円）
　児童発達支援体制確保事業として、障がい児等の発達支援及び処遇
改善並びに職員の処遇改善を図りました。（2施設、1,750千円）

取組内容

項　目

子どもを安心して生み育てられる
環境が整っていると思う、子ども
を持つ親の割合
子育ての不安や悩みを解決できて
いる親の割合
待機児童解消のため、公立保育園
において確保する保育士総数
（フルタイム換算、会計年度任用
職員含む）

事務事業

地域型保育特別保育事業

　保育体制強化事業として、子育てサポーター等を配置することで、
保育士の負担を軽減し、保育環境の充実を図る施設に対して、サポー
ター等の配置に要する費用を補助しました。（4施設、3,806千円）
　児童の健康支援体制強化事業として、看護師等を配置し、子どもの
健康対策の充実を図る施設に対して、看護師等の配置に要する費用を
補助しました。（2施設、4,802千円）

幼稚園施設空調設備整備PFI事業 　公立幼稚園において、快適な教育環境を維持できるよう、設置した
空調のモニタリング等を行い適切な維持管理を行いました。
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（２）子どもと母親の健康づくり
　①安心して出産できる環境の整備
Ｎｏ

1

2

3

4

5

6

　②安心して子育てができる環境の整備
Ｎｏ

1

2

3

4

5

6

　③食育の推進
Ｎｏ

1

事務事業 取組内容

食育推進事業

朝食摂取及び栄養バランスのよい朝食摂取を推進するため、早寝早起
き朝ごはんの大切さや実践方法を紹介した動画を作成し、保育所、幼
稚園、こども園、小学校に周知するとともに、市ウェブサイトに掲載
しました。「多めに作って朝ごはんやお弁当のおかずに！カンタン！
晩ごはんおすすめレシピ」の動画や楽しく食について学べる「やまぐ
ち食育かるた」、朝食や野菜摂取を啓発する「朝ごはんナビ」や「お
野菜ナビ」を市ウェブサイトで発信しました。また、小中学生を対象
にお料理コンクールを実施しました。

5歳児発達相談会
　５歳児の保護者が発達や育児についての不安を相談し、関係機関が
連携して助言、指導を行うことで、子どもの成長・発達を支援しまし
た。106人に対して相談を実施しました。

母子地域活動事業
（母子保健推進員）

　子育て家庭にとって地域の身近な相談者である母子保健推進員を育
成しました。
　地域の子育ての支援や輪づくりのため、母子保健推進員が妊婦・乳
幼児対して3,301件の訪問及び76回の育児学級を行いました。

妊娠・出産包括支援事業
（産婦健康診査事業）

　産婦の経済的な負担軽減と心身の健康管理を図るために、産後2週
間、産後1か月の計2回産婦健康診査を行いました。産後2週間は922
人、産後1か月は935人が受診しました。

妊産婦歯科保健事業 　妊産婦の歯科疾患の早期発見と早期治療のため、歯科健康診査と歯
科保健指導を行い、365人が受診しました。

事務事業 取組内容

不妊・不育治療費助成事業 　医療保険適用となる不妊治療費の自己負担分92件と不育治療費の自
己負担分6件に対して、助成金を交付しました。

乳幼児健康診査
　1,3,7か月児、1歳6か月児、3歳児に加え、8月から1歳児を対象に乳
幼児期の疾病を早期発見することを目的に健康診査を行い、乳幼児健
診受診率の平均は95.0％でした。

母子相談事業
　子育てに関する不安や悩みを軽減し、母子保健に関する正しい知識
の啓発と普及を図るため、各種専門職が保健センターや地域交流セン
ター等で122回母子相談を行い、延べ1,633人が利用しました。また、
保健センター等では、個別に電話相談も行いました。

母子健康教育事業
（離乳食教室・病気とお薬）

　育児や健康づくりに関する正しい知識の普及や仲間づくりを目的と
した、離乳食講座、病気のときのホームケア、こどもとお薬の講座を
行いました。

母子健康教育事業
（発達支援学級・未熟児教室）

　発達が気になる幼児と未熟児及びその保護者に、専門職が助言、指
導を行う教室を実施しました。

妊娠・出産包括支援事業
（産後ケア事業）

　産後の母子に対して心身のケアや育児サポート等のきめ細かい支援
を行うために、医療機関等において実施しました。8月から対象及びメ
ニューを拡充し、宿泊型124件、日帰り型131件、母乳支援型192件、訪
問型55件の利用がありました。

妊娠・出産包括支援事業
（産前・産後サポート事業）
（多胎ピアサポート事業）
（親子関係形成支援事業）

　家庭や地域での妊産婦等の孤立感の解消を図るために、プレママカ
フェ、パパママフェス、多胎ピアサポート、親子の絆づくりプログラ
ムを実施し、延べ1,543人の参加者に保健師、助産師等による相談支援
を行いました。

事務事業 取組内容
母子保健指導事業
（妊娠届出時の保健指導）

　安心して出産・育児に取り組めるよう、1,115件の妊娠届出時に保健
師及び助産師が保健指導を行いました。
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　④小児医療の充実
Ｎｏ

1

2

3

4

（３）子育て家庭の経済的負担の軽減
Ｎｏ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

事務事業 取組内容

事務事業 取組内容

在宅当番医制事業
　山口市医師会、吉南医師会に委託し、休日の医療を確保しました。
また、祝日は小児科も開設することで、受診しやすい体制を確保しま
した。

地域救急医療運営費補助事業 　山口県作成のポスターやカードを活用し、山口県小児救急医療電話
相談（#８０００）について周知しました。

乳幼児医療費助成事業 　小学校入学前の乳幼児を対象に、保険診療による医療費の自己負担
分を助成しました。（父母の所得制限なし）

休日・夜間急病診療所運営業務
　けがや軽いやけど、歯科について小児の診療を行いました。なお、
内科的疾患は綜合病院山口赤十字病院に併設の山口・防府地域夜間こ
ども急病センターで診療されています。

要・準要保護児童就学援助事業 　経済的な理由により就学困難な児童・生徒の保護者に対し学用品費
や給食費などを援助しました。

特別支援教育就学奨励事業 　特別支援学級及び通級学級へ就学する児童・生徒の保護者に対し学
用品費や給食費、通学費などを援助しました。

未熟児養育医療給付事業
　医療を必要とする未熟児に対して、養育に必要な医療の給付を行い
ました。申請者７０名に対して給付決定を行い、引き続きも含め７４
名に給付しました。

認定こども園運営事業

　低所得世帯等、副食費免除対象者の副食費について対象児童の在籍
する施設に副食費相当額を支給しました。
　保育園（２２施設、１，７１８千円）
　こども園（７施設、５１５千円）

こども医療費助成事業 　小・中学生及び高校生世代を対象に、保険診療による医療費の自己
負担分を助成しました。（父母の所得制限なし）

ひとり親家庭医療費助成事業 　ひとり親家庭の母又は父、及びその児童などを対象に、保険診療に
よる医療費の自己負担分を助成しました。

重度心身障害者医療費助成事業 　重度の障がいがある児童などを対象に、保険診療による医療費の自
己負担分を助成しました。

児童手当支給事業 　高校生年齢以下（18歳の誕生日後の最初の3月31日まで）の児童を養
育している方に手当を支給しました。

私立保育園運営事業
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（４）悩み、不安、困難を抱える子どもや子育て家庭への支援
Ｎｏ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

障害児施設サービス給付事業

　障がい児及び療育を必要とする児童に対し、放課後等デイサービス
などの福祉サービスを提供することにより、障がい児及び療育を必要
とする児童やその保護者が地域で安心して生活できるように支援を行
いました。
障害児通所支援の支給決定者数：930人
障害児通所支援の延利用件数：17,969件

特別障害者手当等支給事業
　障害児福祉手当：日常生活で常時特別な介護を必要とする20歳未満
の家庭で生活している重度障がい児に、月額15,690円を支給すること
により、経済的、精神的負担を軽減しました。
令和７年３月時点の受給者数：181人
令和６年度の支給金額：33,346,050円

心身障害児福祉手当支給事業
　身体障害者手帳、療育手帳を所持する20歳未満の児童を養育、監護
する市在住の保護者又は養育者に、月額3,000円を支給することによ
り、児童の福祉の増進を図りました。
令和７年３月時点の受給者数：514人
令和６年度の支給金額：19,245,000円

学校教育振興事業

　発達上の困り感や障がいのある幼児・児童・生徒について、関係機
関と連携し、幼児・児童・生徒及び保護者への支援に努めました。ま
た、市内の拠点校に配置する特別支援教育推進専門員が、園・学校を
訪問し、相談や支援を行いました。
　障がい児等、特別な支援が必要な子どもの受け入れを推進するとと
もに、受け入れにあたっては、関係機関との連携を図り、支援の提供
体制の確保に努めました。
　学校においては、障がいの有無にかかわらず、共に学ぶ取組（イン
クルーシブ教育）の充実を図りつつ、通常の学級の子どもと特別支援
学級等の子どもの交流及び共同学習の促進を図りました。

教育相談室管理運営業務

人権啓発・学習講座開催等事業

　山口市教育相談室において、常駐している教育相談員が、いじめや
不登校をはじめとする学校生活における悩み事や、子どもの養育上の
相談等を受けました。
　教育支援センター(あすなろ第1・第2教室)への入室手続や関係機関
の紹介を行いました。
　広く市民を対象に人権問題について理解を深めるため、人権学習講
座などの講演会を開催しました。

母子生活支援施設入所措置事業
　経済的、住宅事情等により困窮している母子世帯、またＤＶ被害者
の母子保護のため、母子生活支援施設への入所措置を行いました。
（新規 １世帯、継続 ２世帯、退所 ０世帯）

子どもの生活・学習支援事業
　ひとり親家庭の子どもが定期的に集える場所として、ボランティア
等による生活支援（食事の提供）や学習支援を行いました。
（居場所：市内２か所、学習会：市内５か所）

子育て福祉総合センター管理運営事業
　令和５年１１月に開所したこども家庭センターと連携を図り、教
育・保育・その他の子育て支援に関する幅広い相談等への対応や関連
する情報の発信に取り組みました。
　子ども・子育て相談・情報提供の延べ相談件数（５０６件）

家庭児童相談事業

　家庭児童相談室を設置し、専門職（保健師・社会福祉士・保育士
等）が子どもや家庭に関する相談に応じ、内容によって必要な支援を
行いました。
　疑いも含め児童虐待として受理したケースは、要保護児童対策地域
協議会でケース管理を行い、関係機関と連携して対応しました。
　山口市こども家庭センター（母子保健機能・児童福祉機能）・やま
ぐち子育て福祉総合センターと子ども及び家庭に関わる機関が連携し
て子どもと子育て家庭を支援しました。
　引き続き同センターを中心に、関係機関との連携をより密にし、相
談体制のさらなる充実に努めます。
（相談通告受理件数　４４３件、虐待認定件数　８７件）

母子父子福祉対策事業
　母子・父子自立支援員がひとり親家庭の様々な相談に応じ、必要な
支援に繋げました。（相談件数　延５１０件）
　また、ひとり親家庭の多様化する相談ニーズに対応するため、地域
の社会福祉法人に委託し、夜間・休日の相談や手続き等の同行支援、
見守り支援等を実施し、相談体制の充実を図りました。

母子父子家庭自立支援給付事業
　ひとり親家庭の母及び父に対して、就業に結びつきやすい資格の取
得を促進するため、給付金を給付しました。
（高等職業訓練促進給付金 １６件、自立支援教育訓練給付金 １件）

事務事業 取組内容
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（５）子どもの安全・安心の確保
Ｎｏ

1

2

3

4

（６）総合的な子育て支援の充実
Ｎｏ

1

2

3

4

児童健全育成事業
　「子育て支援情報ハンドブック」の発行や、市ウェブサイト「山口
市子育て支援応援サイト」の運営を通じて、子育てに関する情報の周
知を行いました。

家庭教育訪問支援事業

　子育てに不安や悩みを抱える保護者が増えている中、保護者の子育
てに関する不安や悩みの軽減を図ることを目的として、「家庭教育ア
ドバイザー」による個別の訪問相談や小学校就学時健診等の場で啓発
活動を展開しました。また、保護者同士のつながりづくりの場となる
保護者カフェを各学校の行事に合わせて開催したり、不登校等につい
て悩む保護者を対象とした保護者カフェを地域交流センターで開催し
ました。

家庭教育講座開催事業
　家庭の教育力の向上を目指し、保護者等を対象に、親子のかかわり
方や家庭における教育のあり方に関する講座(子そだてマナビィ)を開
催しました。

各関係課での取組 　子どもや子育て家庭が安心して生活できるよう、バリアフリーやユ
ニバーサルデザインに配慮したまちづくりを推進しました。

事務事業 取組内容

母親クラブ育成事業
　児童の余暇指導、健康、栄養、社会生活訓練等、生活環境等に関す
る正しい知識を母親に対して付与する等、地域に密着した活動を行う
地域活動連絡協議会（母親クラブ）に対して助成を行いました。

交通安全啓発事業 　地域や関係機関等と連携し、交通安全運動を推進することにより、
交通安全意識の向上を図りました。

防犯啓発活動事業 　地域や関係機関等と連携し、自主的な防犯活動を展開することによ
り、犯罪の起こりにくい環境をつくりました。

学校教育課での取組

　子どもたちが安心して登下校できるよう、通学路の危険箇所につい
て関係機関等と合同点検を実施し、その結果に基づく安全対策などの
情報を共有、連携することにより危険箇所の解消に取り組みました。
　地域との連携による見守り活動や子どもたちに対する交通安全教育
を実施するなど、総合的な交通安全対策を推進し、登下校時の安全確
保に努めました。

幼稚園管理運営業務

　市立保育園・幼稚園では、様々な悩み等を抱える家庭に対して寄り
添った支援、保育を行うよう努めました。
　令和元年度から市立幼稚園及び市立保育園に通訳機能のある機器を
導入しています。

事務事業 取組内容

子ども発達支援事業

　子どもの発達に関する相談窓口を整理した媒体を作成し広く周知す
るとともに、関係機関と協議し、ライフステージに応じた切れ目のな
い支援体制の整備を図りました。
　発達障がいに関する専門員が、市内の放課後児童クラブ等に巡回支
援を行うなど、早期発見、早期支援を目的とした取り組みを行いまし
た。
令和６年度の巡回実績：巡回回数48回　相談対応実人数161人（延人数
205人）

児童扶養手当等支給事業
　父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成
される家庭（ひとり親）の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の
福祉の増進を図ることを目的に手当を支給しました。

市立保育園管理運営業務
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５　次代を担うひとづくりを推進する事業

●目標値の達成状況
基準値

(平成30年度)
目標値

(令和６年度) 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

42.3％ 43.8％ 45.4％ 43.6% 40.9% 41.1% 39.0%

89.4％ 91.4％ 89.7％ 90.1% 89.4% 88.9% 89.0%

●令和６年度の取組内容
（１）生きる力を育む教育の充実
Ｎｏ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

青少年センター運営事業 　豊かな心をはぐくみ、青少年の健全育成を図るため、地域と連携した
取組を推進しました。

子どもの居場所づくり推進事業
　青少年の豊かな人間性や「生きる力」をはぐくむため、地域の多様な
方々の参画を得て、放課後や週末、長期休業期間中において地域の特性
を生かした多様な体験活動の機会を設け、安心・安全な子どもの居場所
を創出する取組を行いました。

児童健全育成事業
　子どもを生み育てる喜びを感じ、将来、親となったときのための子育
て体験や、命の大切さを理解する場として、次代の親となる生徒を対象
に、学校と連携して乳幼児にふれあう機会を提供する思春期子育て体験
事業を実施しました。

教育相談室管理運営業務 　教育相談員による教育相談や、学校等への訪問を実施しました。

教育支援センター管理運営業務 　不登校の児童・生徒一人ひとりの実態に応じた活動内容を計画し、社
会的自立を目指して支援しました。

地域ぐるみ子育て支援推進事業
 地域ぐるみで子どもたちの育ちや学びを支援するために「地域協育
ネット」の取組の活性化を図る活動を行いました。
　子どもたちの学びを深めることを目的として、市独自の教育支援ネッ
トワークである「やまぐち路傍塾」登録者の経験、知識、技能を学校や
地域で活用する活動を行いました。

学習支援事業 　小中学校に補助教員を配置し、児童・生徒一人ひとりに応じたきめ細
かい指導を行いました。

英語指導助手配置事業 　学校へ外国語指導助手を派遣し、外国語活動・外国語教育を支援しま
した。

子どもの笑顔づくり推進事業
　いじめ防止基本方針に基づき、誰もが笑顔で楽しい学校生活を送るた
めに、いじめ初動対応サポーターの派遣、指導、相談体制の充実などに
より、いじめ、不登校問題の解消に取り組みました。

ICT教育推進事業
　インターネットの利用の中でも特にSNSの利用について、子どもがイ
ンターネット上のトラブルに遭わないよう、正しい使い方の習得だけで
なく、その危険性を理解し、自己防衛できる判断力の育成をめざした情
報モラル教育に取り組みました。

項　目
地域において子どもが健全に育成
されていると感じている市民の割
合
学校生活を楽しんでいる児童の割
合

事務事業 取組内容
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（２）子どもの居場所づくりと体験機会の提供
Ｎｏ

1

2

3

4

5

6

7
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山口市菜香亭企画運営事業
文化振興財団企画運営事業
市民会館企画運営事業
C・S赤れんが企画運営事業
中原中也記念館運営業務
山口情報芸術センター企画運営事業
嘉村礒多生家活用事業
十朋亭維新館企画運営事業

　子どもや親子連れが来場しやすく、親しみやすい環境の充実を図りつ
つ、子どもたちに質の高い芸術文化に触れる機会を提供しました。
　子どもたちを対象としたオリジナルワークショップの展開や子どもた
ちが参加しやすい環境の充実を図ると共に、施設の特色を活かした展示
や体験事業の実施を通じて、柔軟な発想力や創造性を養い、子どもの芸
術創造活動を推進しました。

図書館管理運営事業
　利用者サービスの向上、心安らぐ憩いの場づくり、市民への知識の提
供に取り組むとともに、子どもを対象とした行事・イベント等の実施を
通じて、図書館に親しみを感じてもらい、読書活動の推進を図りまし
た。

文化財保護事務
歴史民俗資料館管理運営業務
鋳銭司郷土館管理運営業務
小郡文化資料館管理運営業務
秋穂歴史民俗資料館管理運営業務
徳地文化伝承館管理運営業務
旧中川家住宅管理運営業務

　子どもたちが、自分の住む地域の歴史や文化を理解し、愛着や誇りを
もつことができるように、文化財専門員が各小学校の学習内容にあわせ
て出前授業を行ったほか、資料館等では小学校児童の社会見学や体験講
座、銭の鋳造体験を行い、子どもたちに郷土の歴史や昔の暮らしについ
て解説しました。

済南市との交流事業 　交流事業の実施はありませんでした。

ホストタウン交流事業 　R5年度で事業終了しました。

山口児童館管理運営業務
三和児童館管理運営業務
上郷児童館管理運営業務
秋穂コミュニティセンター管理運営業務

　児童向け講座や各種クラブの実施、多世代との交流活動を実施するな
ど、児童が健全な遊びを通して情操が豊かになるよう、児童館の管理運
営を行いました。

子どもの居場所づくり推進事業【再掲】
　青少年の豊かな人間性や「生きる力」をはぐくむため、地域の多様な
方々の参画を得て、放課後や週末、長期休暇中において地域の特性を生
かした多様な体験活動の機会を設け、安心・安全な子どもの居場所を創
出する取組を行いました。

地域スポーツ活動活性化事業 　総合型地域スポーツクラブをはじめとする地域スポーツクラブへの参
加を促進しました。

事務事業 取組内容
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６　仕事と子育ての両立を推進する事業

●目標値の達成状況
基準値

(平成30年度)
目標値

(令和６年度) 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

45.7％ 52.0％ 48.1％ 48.2％ 33.1％ 34.9％ 39.8%

●令和６年度の取組内容
（１）ワーク・ライフ・バランスの実現
Ｎｏ

1

2

3

（２）働きやすい環境づくり
Ｎｏ

1

2

3

項　目

働きやすく、生活とのバランスが
とれたまちだと思う市民の割合

事務事業 取組内容

事務事業 取組内容

働く女性の活躍応援事業 　子育て女性等を中心に働くことに対するきっかけづくりを目的としたセミナー
や、多様な人材確保を目指す企業との交流促進等の取組を行いました。

男女共同参画基本計画策定・推進事業
　男性が家事や子育て、地域への参画等を自らのことと捉え、主体的な参画を促
進するための広報を行い、職場優先の意識やライフスタイルの見直し、固定的性
別役割分担意識の解消に向けた啓発を行いました。

働き方改革推進事業 　企業に対し、働き方改革や職場環境改善に関するセミナーを開催しました。

男女共同参画センター運営事業 　ワーク・ライフ・バランス等をテーマとした講座等を開催し、ワーク・ライ
フ・バランスの実現に向けた意識啓発を行いました。

働く女性の活躍応援事業 　企業に対し、女性活躍促進のための職場環境改善セミナーの実施や、参加企業
に対し個別相談を実施しました。

人材確保企業支援事業 　企業に対し、人材を確保しやすくするための職場の環境改善に関するセミナー
の開催や専門家派遣による支援を行いました。
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第６章 子どもの貧困対策の推進（山口市子どもの貧困対策推進計画）
こどもの貧困に関する指標の状況
（国大綱指標）

国大綱 山口県計画

策定時 策定時 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 時点

93.7% 87.0%

H30.4.1 H30.4.1

4.1% 3.5%

H30.4.1 H30.4.1

36.0% 26.9%

H30.4.1 H30.4.1

50.9% 51.6%

H30年度 H30年度

58.4% 73.5%

H30年度 H30年度

67.6% 100.0%

H30年度 H31年度

89.0% 100.0%

H30年度 H31年度

65.6% 68.4%

H29年度 H29年度

47.2% 94.7%

H30年度 H30年度

56.8% 100.0%

H30年度 H30年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

小学6年生 77.1% 81.5% 84.0% 83.9% 上昇させる

中学3年生 76.9% 78.7% 76.7% 81.1% 上昇させる

4月1日

4月1日

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

40.0%28.5%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0% 100.0%

70.6%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0% 100.0% 100.0%

4月1日1 （％） 地域福祉課 77.7% 86.6%

山口市計画

50.0% 100.0%生活保護世帯に属する子供の高等学校等進学率

№ 単位 市担当課等項目

地域福祉課 37.5% 55.5%

48.4% 54.8% 4月1日
（年度末）

4月1日
（年度末）

学校教育課

4 （％） 学校教育課
スクールソーシャルワーカーによる対応実
績のある学校の割合

6 小学校

小学校

中学校

45.5% 48.5%

76.5% 76.5%5 （％） 学校教育課

7 （％） 学校教育課中学校

スクールカウンセラーの配置率

就学援助制度に関する周知状況（入学時及び毎年度の進
級時に学校で就学援助制度の書類を配付している市町村
の割合）

100.0%

70.6%

100.0%

10 （％） 学校教育課

9 （％） 学校教育課小学校

中学校

新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の
実施状況

8 （％） 学校教育課

地域福祉課

4月1日
（年度末）

4月1日
（年度末）

4月1日
（年度末）100.0% 100.0%

100.0% 100.0%

4月1日
（年度末）

4月1日
（年度末）

（％）

（％）2 生活保護世帯に属する子供の高等学校等中退率

生活保護世帯に属する子供の大学等進学率3 （％）

項目

100.0% 100.0%

（市独自指標）

R6市
目標値策定時

1 自分には、よいところがあると思います
か。（全国学力学習状況調査）

77.1%

76.9%
（％） 学校教育課

№ 単位 担当課等

62.9% 65.8% 上昇させる2 子どもの発育や育児など子育てに関しての不安や悩みを
解決できていますか。（山口市まちづくりアンケート） （％） こども未来課 62.9% 64.9%

山口市計画

61.2%
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